















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































韓 国 日 本 メキシコ スペイン アメリカ スエーデン
1997年 3.7 14.7 4.1 20.7 14.8 30.4
2001年 5.2 17.4 6.0 20.1 15.3 28.7
2003年 5.4 18.1 6.7 21.0 16.0 30.1
2007年 7.6 18.7 7.2 21.6 16.2 27.3
（出典)OECD,Social Expenditure Database(SOCX),1980-2012より作成。
OECDのホームページ、http://www.oecd.org/document/9/0,3746,


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































候補者名 羅卿 朴元淳 わからない/無応答
全 体 40.1 49.3 10.6
20代 25.7 62.6 11.7
30代 27.6 64.7 7.6
世 代 40代 36.9 51.6 11.5
50代 51.0 38.0 11.0
60代以上 64.0 24.5 11.6
ハンナラ党 80.1 12.5 7.4
民主党 10.6 84.9 4.4
政党支持 自由先進党 25.2 74.8 0.0
他の政党 8.2 91.8 0.0













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年 12月 26日。ビューズ・アンド・ニュース社のホームページ http://www.
viewsnnews.com/common/より取得。
?? 同上。
?? 東亜日報社、前掲「新年企画調査統計表」2011年12月28日。
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おわりに
2012年の国会議員選挙と大統領選挙に向けて与野党が慌ただしく動
き始めている。選挙政治の主役は政党であるだけではなく、それ以上に
安哲秀という一人の実業家でもある。彼が大統領選挙に出馬するともし
ないとも明言していない中で、政党も国民もこれから国をどのような方
向に進めて行くべきなのか考えなければならないという異常な状態にあ
る。韓国政治が過渡期にあり流動性が強まっているとしたならば、それ
を象徴するのは間違いなく安哲秀であろう。
安哲秀が韓国政治の変化を象徴しているとしても、彼が変えることの
できる韓国政治の部分もあれば、そうではなく彼自身が韓国政治の変化
に向き合い関係を作らなければならない部分もある。後者は金大中政権
と盧武 政権が進めてきた再編成の政治との関係である。この二つの政
権によって、失敗に終わりはしたが地域主義的な亀裂にとどまらない支
持基盤の拡張が試みられてきた。それは全羅道政党ゆえの限界の克服で
あり、そのために地域主義の亀裂とは異なる対立軸が探し求められてき
た。それが保守と進歩の理念的対立と言われるものである。いったい何
の争点がそのような対立を作り出すのか、それに悩み続けてきたのが、
この15年間の韓国政治の姿であると言える。その悩みから自由ではない
のは安哲秀だけではなく、新たに発足する民主統合党とその指導者も同
様である。
政治における参加や動員の手段は時代の変化に応じて変化してきた。
韓国ではインターネット、携帯電話、スマートフォンなどの手段が注目
されてきたのも事実である??。しかしながらそれらが政治的な亀裂を作
?? インターネットや携帯電話、スマートフォンの普及は政治を変えられるのか。す
でに韓国では蝋燭デモ（2002年、04年、08年）に見られてきたように、それらは集
会の動員だけではなく選挙結果にも大きな影響を及ぼすようになっている。その影
響は民主主義にとって望ましいときもあれば、望ましくないときもある。これまで
も、若い世代の投票率をあげるのに貢献したこともあるが（それは民主化勢力を継
ぐ候補に有利に作用してきた。2002年の大統領選挙、2011年のソウル市長補欠選
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り出すのではない。重要なのは政治的指導力である。国民に理念と政策
を提示し、国民を説得し、それを実現させることのできる政治家の能力
である。これは参加と動員の手法が変わっても、変わらない政治の現実
である。韓国は大統領制であるため、この点は誰よりも大統領に求めら
れることになる??。
安哲秀現象は彼自身の政治的指導力とはまったく関係なく、マスメ
ディアとインターネットが作り出してきたところが大きい。安哲秀自身
が熱狂的なブームを利用するのではなく、政治指導者として彼の資質を
問う試練に進んで乗り出すのであれば、また安哲秀の政治的指向性の曖
昧さを野党が利用することなく、具体的な争点を提示することでハンナ
ラ党と競うのであれば、2012年は再編成の政治にとって意義ある一年に
挙）、虚偽情報が流布されて情緒的な反応が喚起され選挙の結果を左右したことも
あった（たとえば2002年大統領選挙のとき李会昌候補の息子の兵役問題）。後者で
はインターネットの情報拡散によって、大衆煽動の役割がネットワークの中で増殖
し、その中心的な存在が見えにくくなる状態を作り出していることが特徴である。
これはインターネットなど新たな情報手段（SNSなど）によって可能になった面も
あろうが、韓国社会で流言飛語が容易に受け入れられ影響力をもつことにも留意し
なければならない。後者に関連して言えることは、韓国では既存の大手新聞社の保
守的党派性に対する批判があるだけではなく、法の支配をつかさどる検察や警察に
対しても公正さや党派性の疑心が強いために、流言飛語が生命力をもちうるという
ことである。
?? 韓国政治の中で蝋燭デモが起きるたびに直接行動的な参加が強調されてきた。民
主政治は参加から始まるが、それが政治の営みである以上、利益とその要求は統合
されなければならない。統合の過程では、それらが権力装置による加工・処理を経
ることになる。この循環が政治であるため、政党と政治家の指導力の役割が参加と
同等か、それ以上に求められることになる。韓国政治では、この統合にかかわって
勝者独り占めの権力構造に加え、地域主義と理念対立によって、政権が「片側だけ
の正当性」しかもちえないでいることを論じているのは金萬欽である。「片側だけの
正当性」ゆえに生じる政治不信が、政治参加の名のもとに政権への抗議に繰り返し
動員されることになると見ることができよう。要するに、直接行動的な参加の過剰
は統合機能の不健全さの現れであることもあろう。「片側だけの正当性」について
は、金萬欽、清水敏行訳「民主化20年の韓国政治―?遅滞した改と転換期の混沌
―?」『札幌学院法学』第27巻第２号、2011年３月、131～162頁。
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なることであろう。
＊本稿は、2009年（平成21年）度の札幌学院大学の研究促進奨励金（共同研究SGU-
G09-202007-01）を得てなされた成果の一部である。その成果は、拙著『韓国政治と
市民社会―?金大中・盧武 政権の10年』（北海道出版会、2011年）の社会保障と
ガバナンスに関する記述にも反映されている。また本稿は、慶應義塾大学東アジア
研究所現代韓国研究センターで開催されたセミナ （ー2012年１月30日）の発表原稿
をもとに大幅に書き加えたものであることを断っておく。
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